研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　南山苑３Ｆ介護グループ　　　　　　職　種　介護福祉士　　氏　名　森崎　麗香子

	期　　間　　平成20年　10月10日

	出張目的　第36回　日本精神科病院協会　精神医学会参加の為。

	出 張 先　「盛岡市民文化ホール」　及び　「いわて県民情報交流センター」

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


1.【考察】

　地方公務員のメンタルヘルスについてではありましたが、医療や福祉の現場でも同じ事が言えるのではないかと感じました。

バーンアウト症候群についても取り上げられており、バーンアウト症候群とは、仕事に熱心に取り組んでいて、それが急に無くなってしまうと無気力となり、うつ病となりやすい。又、対人関係の仕事に就いている人がなりやすいという現状もあるようです。まさに私たちのついている仕事は人対人であり、なる確立が高いと考えられると感じました。

　私自身、今年度よりＪＧＭに就き部下を持つ立場となり、そのスタッフの感じているストレスを察知したり、そのストレスに対しどう向き合っていけばよいかまた、ストレスを過重に感じないようにするためにどのような対処をしていくべきなのかを十分に考えていく必要があると感じました。

　まず、スタッフの話をじっくり聞く機会を多く持ち、ストレスをためこまないための発散方法のアドバイスやそのスタッフが十分に休養を取れるようなその職場の体制の整備を考えて行く事が重要であると実感しました。

　また、新人職員にとっては入社後３年間の教育が重要であるというお話もあり、たしかに自分自身を振り返ってみると入社してすぐは仕事を覚えたりそれと平行して社会人としてのモラルを学んだりと覚えること学習しなければいけないことがたくさんあり、また、もっと技術や知識を向上させたいとあせりもあったりし、ストレスを感じていた部分があったように思います。

　そのこともふまえ、これから入職してくる新人に対しての指導でもストレスに対する配慮もしながら実施していかなければいけないなと実感しました。

1．シンポジウムⅢ　メンタルヘルスと地域行政

　「地方公務員のメンタルヘルス」：岩手県立大学社会福祉学部　教授　青木慎一郎氏

　

２００８年度版「労働経済の分析」（労働経済白書）において「日本型雇用慣行である年功型賃金と長期雇用の見直しで、労働の意識変化がもたらされた事が取り上げられている。また、労働者の仕事の満足感が長期的に低下していると分析している。労働におけるメンタルヘルスはこのようなモチベーションと言う面からも大きな課題となっている。

　地方公務員の疾病別長期病休者は平成10年以来「精神及び行動の障害」によるものが、新生物（癌）等を抜いて第一位であり、その差は広がり続けている。しかし、地方公務員が職場のメンタルヘルスを考える際に求められることは職員自身や行政職場の福祉という事ばかりでない。地方公務員という立場からは、例えば企業など地域の職場のメンタルヘルスも検討の対象となるはずである。

　様々な職場で、仕事量が増え人員が削減されるという減少がおきている。こういう条件のもとではメンタル面で良い状態を保ちながら仕事をするのは難しくなる。仕事量を減らす事が出来ない中でどのような対策が立てられるだろうか。もちろん、絶対的に多すぎる仕事量はあり、過重労働といわれる。しかし、メンタルヘルスは仕事量だけで決まるものではない。

　職場のメンタルヘルス対策としては、ストレス・マネージメントとよばれる職場側あるいは管理職の役割がある。しかし、職員個人のストレス・コーピング、すなわち職員自信がストレスとつきあう方法を身につけることも重要である。仕事から離れている時間をつくることや、自分の考え方の癖（特にうつ状態になりやすい傾向）を変えることなどである。また、キャリア・カウンセリングという産業心理学の発想がある。シャインという人は、個人が仕事に求めるものが技術的能力や管理能力、安定や創造性など人それぞれちがうから、それに適合する職場である事が大事だといっている。

　しかし、これらのストレス・マネージメントやキャリア・カウンセリングの前提となるものが二つあることをここでは協調したい。それは、職場の人間関係を社会的背景である。前者についてはコミュニティ心理学の領域で取り上げられているコミュニティ感覚を指標として提案したい。後者の例として「自己愛型」と呼ばれる様な現代的うつ病の背景とされる、能力主義から成果主義へという現代社会における働き方の変化をあげたい。

2.【考察】

　　日々自殺に関するニュースや報道を耳にする事が多いとは感じていましたが、自殺者が年間で３万人を超えるという実態を聞き驚きました。それだけの経済的な面や健康面でのつらさや苦しみを持った人が存在しているのだと感じました。

私自身、病院に勤務していた頃に、多病棟でありましが自殺した患者様がおり、自殺を実際に目の当たりにした事もあり、この話は興味深く聞きました．

　この年間3万人という現状を変えていくには根本的な原因の改善も必要であると思いますが、

久慈地域のような取り組みが必要であり、重要であるのだと感じました。

　また、南山苑利用者でも「死にたい」「殺せ」などとｄ発言される方がおられるのも現状で、そういう利用者様に対しどのように接すればいいのか、どういう話をしていけばよいのか今回の久慈地域の取り組みを参考にし、ケアに取り組んでいけたらと感じました

２．「岩手県久慈地域における自殺対策」：岩手医科大学医学部神経精神科学講座講師　大塚耕太郎氏

　我が国では自殺者が年間３万人を超える異常事態が10年続いている。こうした状況を受けて2006年に自殺対策基本法が制定され、2007年には自殺総合対策大綱が示され、全国的に自殺対策が展開されている。岩手県は以前より自殺率の高い地域であり、県内の自殺の集積性と関連する社会的要因として乏しい医療資源、過疎化、失業率などが指摘されてきた。しかし、過疎化や医療資源の乏しさといった社会的要因は政治的によほど思い切った施策が実行されない限り抜本的な解決は困難である。

　それでも、自殺対策は自殺率の高い岩手県にとっては緊急度と重要度の高い事柄である事に変わりはない。したがって、対策は現存する社会資源を有効に活用しながら進めていかなければならない。

以前より自殺率の高かった久慈医療圏では、行政や医療機関、そして地域の様々な組織が参加した仕組みづくりが行われ、複合的な自殺対策が試みられてきた。内容は地域におけるネットワークの構築、一般住民・医療従事者に対する普及啓発、ボランティア活動など住民間での支援、スクリーニング体制の構築や相談窓口の整備、医療機関における対策、自死遺族支援などである。これらは自殺対策に直接的に寄与するだけでなく、悩みを抱えた人や自死遺族が安心して健やかに暮らす事のできる地域づくりにもつながるものである。

こうした観点をふまえ、久慈地域における自殺対策活動の詳細を紹介したい。

　自殺の原因・・・経済面

　　　　　　　　　健康面（うつ病・統合失調症）

　自殺企図は社会全体で取り組むべき課題である。

　精神科医療従事者として出来ることは・・・？

　　→事前対応・危機介入・事後対応

　＜久慈地域における問題＞

　・人口の減少、一般病院の少なさ、失業率の高さ

　　　　↓

　　住民一人一人の地域への参加：自殺対策事業への参加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　実際は…ミーティング・スクリーング・食事・回想法・ミーティング　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　という流れで行っている。

　まず、自殺対策事業を行っていくためには・・・？

　　①組織作り（地域の社会資源）…岩手では、岩手自殺防止キャラバンが各地域に回る。

　　　　　　　　　　　　　　　　…久慈地域自殺対策連絡会　

　　　　　　　　　　　　　　　　…自殺対策ネットワーク

　　　　　　　　　　　　　　　　…久慈メンタルヘルスネットワーク（各職種が集まって情報交換）

　　　一人一人の声を聞いていくことが必要。悩む人と向き合うことの出来る地域づくり！

　

久慈で行っている事業：心のヘルスアップ養成講座（講話、ロールプレイ）、傾聴ボランティア講座、

　　　　　　　　　　　ボランティア活動、心のナース事業、医療従事者の研修
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